
新規事業採択時評価結果（平成１８年度新規事業化箇所） 
 
事業の概要 
 

事業名 一般国道４号 仙台
せんだい

拡幅（延伸） 
事業 
区分 
 一般国道 

事業 
主体 
 国土交通省 
 東北地方整備局 

起終点 
自：宮城県仙台

せんだい

市宮
みや

城野
ぎ の

区燕沢
つばめさわ

 

至：宮城県仙台
せんだい

市宮
みや

城野
ぎ の

区鶴ヶ谷
つ る が や

 
延長  １．８ｋｍ 

事業概要  
仙台バイパスは、一般国道４号のバイパスとして宮城県柴田郡柴田町四日市から宮城県黒川郡富谷町大沢峠
までの延長３７．９ｋｍの大規模バイパスであり、宮城県内、仙台都市圏の南北の主要交流促進軸として位置
付けられている。 
仙台拡幅（延伸）は、一般国道４号において宮城県仙台市宮城野区燕沢から同市同区鶴ヶ谷に至る延長 
１．８ｋｍの６車線道路である。 

事業の目的、必要性  

仙台拡幅（延伸）は、渋滞の著しい一般国道４号仙台バイパス区間の交通混雑の緩和、事故の減少等を図る
とともに、地域間交流及び地域経済の活性化に大きく寄与するものである。 
 
  
全体事業費    ５８億円 計画交通量 ８５，７００台／日 
事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
関係する地方公共団体等の意見  

仙台拡幅（延伸）は、渋滞の著しい一般国道４号の交通混雑の緩和等に重要な役割を果たすことが期待されて
おり、仙台都市圏広域行政推進協議会（会長：仙台市長）より渋滞対策の推進の要望（平成17年7月6日）を受
けている。 

 
事業採択の前提条件  

 費用便益  ：便益が費用を上回っている。 
 手続きの完了：Ｓ．５４年１０月１２日に都市計画決定済み。 

事業評価結果 
 

総費用 ４７億円 総便益 ９３億円 基準年  

Ｂ／Ｃ ２．０ 事業費： ４０億円 

維持管理費： ７億円 
走行時間短縮便益： ８３億円 

走行費用減少便益： ９億円 

交通事故減少便益： １億円 
平成17年 

       

       

費
用
対
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益 

       

評価項目 評価 根拠 
宮城県内の国道４号中、第３位の渋滞損失時間である区間の渋滞を解消する。 

渋滞対策 ◎ 

【渋滞損失時間の改善】約４２万人時／年 → 約２４万人時／年 
※国道４号ＢＰのうち、新規事業化区間に該当する区間の合計値 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】約40.7万人時/年ｋｍ（現況） 
             宮城県平均：約3.6万人時/年ｋｍ（約11倍） 
             全国平均 ：約2.0万人時/年ｋｍ（約20倍） 
【渋滞度曲線】全国直轄国道センサス区間の上位２割に含まれる。 
【その他の特徴】主要な渋滞ﾎﾟｲﾝﾄの緩和（荒町交差点：最大渋滞長380ｍ→140ｍ、最大通過

時間13分→11.5分） 
宮城県内平均死傷事故率の２倍以上が含まれている当該区間の事故の減少が見込まれ
る。（現況：約２１８．３件/億台キロ） 

事故対策 ◎ 【死傷事故率】約218.3件/億台キロ(現況)〔死傷事故率比(県内交差点部平均比)＝3.3〕 
                                  ※当該区間における一般国道４号の最大死傷事故率 
【事故率曲線】宮城県内直轄国道区間における死傷事故率の中で、上位2割に含まれる。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

住民生活 － 注目すべき影響はない。 

地域経済 － 注目すべき影響はない。 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 － 注目すべき影響はない。  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○ 
日常活動圏中心都市へのアクセス向上（通勤買物：仙台市泉区、富谷町、大和町） 
（周辺市町村から仙台都心部へのアクセス向上が見込まれる路線である。ピーク時における新規事
業化区間の通過時間：12分→3.5分） 

事業実施環境 ◎ 
一般国道４号仙台拡幅として、H元事業着手。H18供用予定。 
 

 

採択の理由 
 費用便益が２．０と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了していることから、事業採択
の前提条件が確認できる。 
 また、当該事業箇所の現道における現況渋滞状況及び事業時実施による改善効果は大きいことから、渋滞対策
の必要性・効果等、社会全体への効果は高いと判断できる。 
 以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 
担当課長名：鈴木 克宗      
 

（※１）○○○○には、「新規着工準備」または「新規事業化」のいずれかを記入する。

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※交通量はH17 ｾﾝｻｽ速報値による
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66,178台/日 

90,024 台/日 
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